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議案第 号

平成２２年度三郷市一般会計予算

平成２２年度三郷市一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３３，８２０，０００千円と

定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予

算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担

行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」

による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、３，０００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（ 1） 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）

に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各

項の間の流用

平成２２年 ３ 月 日提出

三 郷 市 長 木 津 雅 
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歳 入 (単位 千円)

1. 市 税 19,045,868

1. 市民税 7,885,820

2. 固定資産税 8,789,869

3. 軽自動車税 114,809

4. 市たばこ税 1,450,000

5. 都市計画税 805,370

2. 地方譲与税 270,000

1. 地方揮発油譲与税 70,000

2. 自動車重量譲与税 200,000

3. 利子割交付金 40,000

1. 利子割交付金 40,000

4. 配当割交付金 15,000

1. 配当割交付金 15,000

5. 株式等譲渡所得割交付金 5,000

1. 株式等譲渡所得割交付金 5,000

6. 地方消費税交付金 980,000

1. 地方消費税交付金 980,000

7. 自動車取得税交付金 120,000

1. 自動車取得税交付金 120,000

8. 地方特例交付金 230,000

1. 地方特例交付金 230,000

9. 地方交付税 190,000

1. 地方交付税 190,000

10. 交通安全対策特別交付金 28,000

1. 交通安全対策特別交付金 28,000

11. 分担金及び負担金 521,959

1. 負担金 521,959

12. 使用料及び手数料 358,683

1. 使用料 235,688

2. 手数料 122,995

13. 国庫支出金 4,966,807

款 項 金 額

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算
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(単位 千円)

1. 国庫負担金 4,355,049

2. 国庫補助金 554,496

3. 委託金 57,262

14. 県支出金 1,770,612

1. 県負担金 696,930

2. 県補助金 747,135

3. 委託金 326,547

15. 財産収入 12,075

1. 財産運用収入 12,075

16. 寄附金 131

1. 寄附金 131

17. 繰入金 200,850

1. 基金繰入金 200,850

18. 繰越金 650,000

1. 繰越金 650,000

19. 諸収入 1,140,215

1. 延滞金、加算金及び過料 50,001

2. 市預金利子 1,500

3. 貸付金元利収入 400,638

4. 受託事業収入 16,638

5. 雑 入 671,438

20. 市 債 3,274,800

1. 市 債 3,274,800

33,820,000

金 額款 項

歳 入 合 計
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歳 出 (単位 千円)

1. 議会費 307,591

1. 議会費 307,591

2. 総務費 4,618,168

1. 総務管理費 3,437,348

2. 徴税費 680,630

3. 戸籍住民基本台帳費 249,248

4. 選挙費 135,025

5. 統計調査費 84,426

6. 監査委員費 31,491

3. 民生費 12,523,450

1. 社会福祉費 4,373,195

2. 児童福祉費 5,400,528

3. 生活保護費 2,745,823

4. 災害救助費 610

5. 支援給付費 3,294

4. 衛生費 2,478,729

1. 保健衛生費 772,450

2. 清掃費 1,706,279

5. 労働費 231,713

1. 労働諸費 231,713

6. 農林水産業費 74,407

1. 農業費 74,407

7. 商工費 331,510

1. 商工費 331,510

8. 土木費 4,069,005

1. 土木管理費 166,055

2. 道路橋りょう費 801,634

3. 河川費 401,553

4. 都市計画費 2,687,548

5. 住宅費 12,215

9. 消防費 1,540,776

款 項 金 額
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(単位 千円)

1. 消防費 1,540,776

10. 教育費 3,242,483

1. 教育総務費 438,326

2. 小学校費 691,529

3. 中学校費 224,111

4. 幼稚園費 187,389

5. 社会教育費 406,968

6. 保健体育費 1,294,160

11. 公債費 4,247,151

1. 公債費 4,247,151

12. 諸支出金 55,017

1. 開発公社費 54,587

2. 基金費 430

13. 予備費 100,000

1. 予備費 100,000

33,820,000

金 額款 項

歳 出 合 計
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第 ２ 表 債 務 負 担 行 為
（単位 千円）

期 間 限 度 額

契約締結の日から
解 約 の 日 ま で

平成２２年度から

平成２３年度まで

平成２２年度から

平成２７年度まで

平成２２年度から

平成２７年度まで

平成２２年度から

平成２３年度まで

平成２２年度から

平成２５年度から

平成２２年度から

平成２７年度まで

平成２２年度から

平成２６年度まで

平成２２年度から

平成２６年度まで

平成２２年度から

借入期限満了まで

都市計画道路用地取得事業
（三郷公園線）

１００,０００

７ 北分署自家発電設備借上事業 ７,２００

１０
平成２２年度に三郷市土地開発公社が
銀行その他から借入れる事業資金等に
対する債務保証

１,５５０,０００

９ 中学校教育用パソコン借上事業 １３７,５００

４ 戸籍情報システム電算機借上事業 ７２,７８０

８ 消防団広報車借上事業 １,５３０

６

５
都市計画道路新和高須線中橋架替工
事

３００,０００

ネットワーク及び基幹業務システム
機器等借上事業

２１４,４０１

事 項

1 埼玉県信用保証協会に対する損失
補償

代位弁済元金から中小企業信用保険法
により受領した保険金を控除した額の５
０％と、埼玉県信用保証協会が代位弁済
に際して金融機関に支払う利息額との合
計額。
ただし、埼玉県信用保証協会の責によら
ず保険金を受領できないときは、埼玉県
信用保証協会が代位弁済に際して金融
機関に支払う代位弁済元金及び利息額
の合計額。

２ デジタル印刷機借上事業 ３２２

３
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第 ３ 表 地 方 債
(単位 千円）

限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

１ 退職手当 470,000 普通貸借

又 は

証券発行

２ 文化施設等整備事業 29,000 同 上 同 上 同 上

３
まちづくり交付金事業
（公共施設分） 1,500 同 上 同 上 同 上

４
社会福祉施設等整備事
業 21,000 同 上 同 上 同 上

５ 道路整備事業 45,500 同 上 同 上 同 上

６ 橋りょう整備事業 220,800 同 上 同 上 同 上

７
まちづくり交付金事業
（道路橋りょう分） 37,300 同 上 同 上 同 上

８ 排水ポンプ場改修事業 48,200 同 上 同 上 同 上

９
排水ポンプ場中央監視設
備設置事業 12,700 同 上 同 上 同 上

１０ 準用河川整備事業 46,600 同 上 同 上 同 上

１１ 水路改修事業 45,600 同 上 同 上 同 上

１２
まちづくり交付金事業
（河川整備分） 26,100 同 上 同 上 同 上

１３ 都市計画街路整備事業 196,700 同 上 同 上 同 上

１４
三郷中央地区土地区画
整理事業負担事業 105,400 同 上 同 上 同 上

１５ 公園改修事業 1,100 同 上 同 上 同 上

１６
三郷インター南部土地区
画整理事業補助事業 28,100 同 上 同 上 同 上

起 債 の 目 的

政府資金及び機構資金に
ついては、その融通条件に
よる。
また、銀行その他の場合は
その債権者と協議した融通
条件による。
ただし、市財政の都合に
より期間を短縮し、若しくは
繰上償還し、又は低利債に
借換えることができる。

年５．０％以内
(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利率)
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限 度 額
起 債 の
方 法

利 率 償 還 の 方 法

１７ まちづくり交付金事業 11,600 普通貸借

（公園整備分） 又 は

証券発行

１８ 消防設備整備事業 54,400 同 上 同 上 同 上

１９
消防団拠点施設等整備
事業 34,600 同 上 同 上 同 上

２０ 耐震補強工事事業 106,700 同 上 同 上 同 上

２１ 保健体育施設整備事業 35,000 同 上 同 上 同 上

２２
まちづくり交付金事業
（保健体育施設分） 16,900 同 上 同 上 同 上

２３ 臨時財政対策債 1,680,000 同 上 同 上 同 上

計 3,274,800

年５．０％以内
(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利率)

政府資金及び機構資金に
ついては、その融通条件に
よる。
また、銀行その他の場合は
その債権者と協議した融通
条件による。
ただし、市財政の都合に
より期間を短縮し、若しくは
繰上償還し、又は低利債に
借換えることができる。

起 債 の 目 的
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